
















JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職
務分担が規定されていること

理事の職務権限規程 定款細則
理事の職務権限（事案決
裁専決事項）

⚫ 倫理に関する規程

（１）基本的人権の尊重 倫理規程 第3条

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除） 倫理規程 第4条2

（３）私的利益追求の禁止 倫理規程 第5条

（４）利益相反等の防止及び開示 倫理規程 第6条1,2,3

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利
益を与える行為を行わない」という内容を含んでいること

法令遵守規程 第6条2

（６）情報開示及び説明責任 倫理規程 第7条

（７）個人情報の保護 倫理規程 第8条

● 利益相反防止に関する規程

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利
益相反を防ぐ措置」について具体的に示すこと

倫理規程 第6条１

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係
者に対し、特別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

倫理規程 第6条１

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適
切な組織において内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいるこ
と

倫理規程 第6条3

⚫ コンプライアンスに関する規程

（１）   コンプライアンス担当組織
実施等担う部署が設置されていること

法令遵守規程 第9条

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等
を担う部署が設置されている 」という内容を含んでいること

法令遵守規程 第9条2

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時 には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施
し、その 内容を公表する」という内容を含んでいること

法令遵守規程 第10,11,12条

⚫ 公益通報者保護に関する規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい） 公益通報者保護規程 第4条2

（２）通報者等への不利益処分の禁止
「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドラ
イン（平成28 年 12 月９日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

公益通報者保護規程 第10,11,12条

⚫ 情報公開に関する規程

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

情報公開規程 情報公開・開示規程 第19条1

⚫ 文書管理に関する規程

（１）決済手続き 定款細則
文書管理の決裁に関する
こと

（２）文書の整理、保管 文書管理規程 第7,8,9,10条

（３）保存期間 文書管理規程 第12条1,2

⚫ リスク管理に関する規程

文書管理規程

倫理規程

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

コンプライアンス規程

内部通報（ヘルプライ
ン）規程



（１）具体的リスク発生時の対応 リスク管理規程 第6条1,2,3

（２）緊急事態の範囲 リスク管理規程 第12条

（３）緊急事態の対応の方針 リスク管理規程 第15条

（４）緊急事態対応の手順 リスク管理規程 第13条1,2,3,4,5

⚫ 監事の監査に関する規程

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

監事監査規程 定款 第29条1,2

⚫ 経理に関する規程

（１）区分経理 経理規程 第5条1,2

（２）会計処理の原則 経理規程 第4条

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別 経理規程 第6条,第17条1,2

（４）勘定科目及び帳簿 経理規程 第10,11,12,13,14,15条

（５）金銭の出納保管 経理規程 第16条,第17条1,2

（６）収支予算 経理規程 第18,19,20,21条

（７）決算 経理規程 第22,第23条1,2

⚫ 組織（事務局）に関する規程

（１）組織（業務の分掌） 事務局運営規定 第4条

（２）職制 事務局運営規定 第5条1

（３）職責 事務局運営規定 第6条1.2.3

（４）事務処理（決裁） 事務局運営規定 第5条2

リスク管理規程

経理規程

事務局規程
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補助率に関する特例申請の理由書 
 
一般財団法人 日本民間公益活動連携機構 御中 
 

一般社団法人 全国食支援活動協力会 
 
 
以下の理由により、資金分配団体としての助成申請に関して特例申請を致します。 
 
 

記 
 
１．特例申請の理由 
 当会は収益事業を行っておらず、また会費及び単年度事業のプロジェクト助成が主たる
収入であり、内部留保が潤沢にないため、自己負担率を減じて助成申請を致します。 
 
２．事業年度毎に希望する比率 
 2019 年度：100% 
 2020 年度：100% 
 2021 年度：96% 
 2022 年度：80% 
 
３．根拠となる資料 
 No.20_貸借対照表、No.21_損益計算書、No.25_収支決算書を参照。 
 
 

以上 
 




